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研究成果の概要（和文）：途上国における貧困の削減と経済成長のためには、安定した雇用の創出が必要不可欠
となる。途上国の企業のほとんどが中小零細企業であることに鑑みると、こうした企業の経営者が途上国の発展
において果たすことのできる役割は大きく、途上国の中小企業零細企業の発展パターンを解明することは、学術
的にも政策的にも大きな意義を持つ。本研究では、応募者が過去に調査を行ったベトナムとフィリピンにおいて
再度現地調査を行い、データを収集することでパネルデータの構築を行い、最新鋭の計量経済学の手法を用いな
がらデータの統計分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Job creation is important for sustainable development of developing 
countries. Given that majority of enterprises in the developing world are small and medium 
enterprises, it is important to understand growth patterns of these enterprises and impediments to 
their growth. In this research, I conducted field studies in developing Asian countries to collect 
data, and constructed panel data by combining the newly collected data with that I had collected 
before. Using recently developed econometric methods, I analyzed the panel data. 
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１．研究開始当初の背景 

 

世界銀行のもっとも重要な刊行物の一つで

ある『世界開発報告』の 2013 年版では、主

題が「Jobs（仕事）」とされ、途上国の持続

可能な発展のためには雇用の創出が重要で

あるということが強調された。途上国におい

て雇用を生み出すためには、外資の企業を誘

致するという方法も考えられなくはないが、

外資企業においては現地の人々の多くは単

純作業の労働者として雇われることになり、

企業の利益は先進国の投資元へと還元され

る。さらに、こうした外資企業は安価な労働

力を求めて賃金の安い国へと移動していく

ため、途上国が自力で雇用を生み出せるよう

になるためには、現地の企業を発展させるこ

とが重要となる。途上国における企業のほと

んどが中小企業、あるいはそれよりも小規模

な零細企業であることをふまえると、途上国

で安定した雇用を創出するためには、中小・

零細企業を発展させていくことが鍵となる。 

 
２．研究の目的 

 

途上国における雇用の創出、ひいては貧困削

減のためには、現地の中小零細企業の果たす

枠割が大きい。しかしながら、途上国におい

てこうした企業がどのように発展するのか、

あるいは何が発展の制約になっているのか

という点については、まだまだ明らかにされ

ていない点が多い。途上国の中小零細企業の

研究が十分に行われていない背景には、利用

可能でかつ質の高いミクロデータが限られ

ているという問題がある。 

確かに、途上国の政府は自国企業の統計調

査を行っていることが多いが、データの内容

が限られているために可能な分析が制限さ

れたり、あるいはデータの集め方やサンプリ

ングに問題があったりということも珍しく

はない。特に、利用可能で良質な中小企業の

パネルデータ（同一の企業を異なる時点で複

数回調査して集めたデータ）が企業の発展パ

ターンに理解のためには重要となるのであ

るが、学術的な分析にたえうるようなこうし

たパネルデータは途上国においては限られ

ているのが現状である。したがって本研究で

は、応募者が過去に調査を実施してきた調査

地における再調査を実施することでパネル

データを構築し、データの分析を行うことを

目的とする。 

 
３．研究の方法 
 

応募者が過去に調査を行ったベトナムとフ

ィリピンに渡航して再度現地調査を実施す

ることで、データを収集した。その上で、リ

サーチアシスタントを雇用してデータの整

理を委託することでパネルデータの構築を

行った。そして、最新鋭の計量経済学の手法

を用いながら構築されたパネルデータの統

計・経済分析を行った。 

 

４．研究成果 

 

途上国の企業の成長を阻害している要因と

して、途上国の経営者の人的資本が低いこと、

とりわけその経営に関する能力が低いこと

であることが明らかとなった。経営者の教育

水準や経営研修の参加の経験とその企業の

業績とは有意に相関していることから、一般

的な学校教育における人的資本の蓄積、なら

びに、研修によるより特定された人的資本の

蓄積の重要性が示唆された。 

筆者を含む研究グループが行った社会実

験の結果を参照すると、中小零細企業の経営

者の経営能力は低いが、研修（トレーニング）

によってこうした能力を高められることが

明らかとなった。さらに、トレーニングに参

加する前の時点においては、経営を学ぶこと

の有用性を理解している経営者はわずかで

あった。このことより、人的資本への投資が

過少になっている可能性が考えられる。しか



しながら、実際にトレーニングに参加するこ

とによって経営者は、研修を通じて経営を学

び、そして学んだ知識をもとに自社の経営を

向上させていくことの重要性を認識するよ

うになった。 

こうした研究結果をふまえた上での政策

提言としては、経営トレーニングを提供する

という支援によって、途上国の中小企業の発

展をサポートすることが可能であるという

ことである。これは、国際協力機構（JICA）

が途上国において、日本式のカイゼン経営を

普及しようという戦略を採用していること

を支持する結果である。 

なお、本研究を含む成果として、査読つき

の国際ジャーナルに3本の英語論文が刊行さ

れ （ China Economic Review 誌 、 World 

Development 誌 、 Journal of Economic 

Behavior and Organization）、独立行政法人

経済産業研究所より1本の英語ディスカッシ

ョン・ペーパーが刊行された。また、『経済

セミナー 増刊号』に、1 本の日本語論文が

掲載された。2015 年度には学会発表 2件を含

む 6件の、2016 年度には学会発表 6件を含む

14 件の研究報告を行った。 
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